
※［預金・譲渡性預金］［貸出金］［有価証券］の残高において増減の基準となります 
前期末の計数は、旧両行の計数を単純合算いたしております。 
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資料編 

業務内容・営業の概況 

預金業務 
預　　金／当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期

預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居
住者円預金、外貨預金等を取扱っております。 

譲渡性預金／譲渡可能な定期預金を取扱っております。 
 
貸出業務 
貸　　付／手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱って

おります。 
手形の割引／銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の

割引を取扱っております。 
 
商品有価証券売買業務 
国債等公共債の売買業務を行っております。 
 
有価証券投資業務 
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、
株式、その他の証券に投資しております。 
 
内国為替業務 
送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。 
 
外国為替業務 
輸出、輸入及び外国送金その他外国為替に関する各種業
務を行っております。 

社債受託及び登録業務 
担保附社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集
受託及び登録に関する業務を行っております。 
 
信託業務 
土地信託／建物の建築等を行い、土地、地上権若しくは土

地の貸借権を管理・運用することを目的とする
信託であります。（なお、土地等の処分を目的
とする信託は取扱っておりません。） 

包括信託／土地信託引受の際に信託財産として財産の種
類（金銭、土地等）を異にする二つ以上の財産
を一信託契約により受け入れる信託であります。 

 
附帯業務 
代理業務／●日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店及び 
　　　　　　国債代理店業務 

●地方公共団体の公金取扱業務 
●住宅金融公庫等の代理店業務 
●株式払込金の受入代理業務及び株式配当金、
　公社債元利金の支払代理業務 
●中小企業金融公庫等の代理貸付業務 
●信託代理店業務 

保護預り及び貸金庫業務／有価証券の貸付／債務の保証
（支払承諾）／金の売買／公社債の引受／国債等公共債
及び証券投資信託の窓口販売／バンクカード業務／コマ
ーシャル・ペーパー等の取扱い／保険の窓口販売 

主要な業務内容 

　平成17年3月期におけるわが国経済は、設備投資の増
加等を背景とした企業収益の回復が、雇用・所得環境の改
善や個人消費の回復に緩やかに波及するなど、総じて底堅
い推移となりました。 
　この間、金融界におきましては、金融・資本市場の安定と
デフレ克服を目指し、政府・日本銀行が一体となった量的
緩和策を継続させるなか、大手行は「金融再生プログラム」
に掲げられた不良債権比率半減目標を達成する一方、地
域金融機関は「リレーションシップバンキングの機能強化
計画」における集中改善期間の最終年度として、中小企業
再生と地域経済活性化に向けた取組みを一段と強化いた
しました。 
　このような金融経済環境のなかで、役職員一致協力して
経営内容の充実と業績の向上に努めました結果、次のよう
な成果をおさめることができました。 

［預金・譲渡性預金］ 
預金・譲渡性預金につきましては、投資信託、個人年金保
険など預金以外の資金運用ニーズに積極的に取組んだこ
ともあり期中310億円減少し、期末残高は5兆7，894億
円となりました。 

［貸　　出　　金］ 
貸出金につきましては、資金需要の低迷に加え、不良債権
の償却及び売却によるオフバランス化を進めたことにより
期中824億円減少し、期末残高は4兆5，427億円となり
ました。 

［有　価　証　券］ 
有価証券につきましては、期中1，374億円増加し、期末残
高は1兆2，606億円となりました。 

［損　益　状　況］ 
損益状況につきましては、資産の健全化を高めるため不
良債権処理の促進を図る一方、資金の効率的運用、フィー
ビジネスの拡大及び経費削減を進めました結果、経常利益
は214億45百万円、当期純利益は123億3百万円となり
ました。 

営業の概況 
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主要な経営指標等の推移（単体） 

平成13年3月期 

経 常 収 益  

経常利益(△は経常損失)  

当期純利益(△は当期純損失) 

資 本 金  

発 行 済 株 式 総 数  
 

純 資 産 額  

総 資 産 額  

預 金 残 高  

貸 出 金 残 高  

有 価 証 券 残 高  

単体自己資本比率(国際統一基準) 

単体自己資本比率(国内基準) 

配 当 性 向  

従 業 員 数  

信 託 報 酬  

信 託 勘 定 貸 出 金 残 高  

信託勘定有価証券残高  

信 託 財 産 額  

（単位：百万円） 

項　目 

期　別 

第91期 

平成14年3月期 

第92期 

平成15年3月期 

第93期 

平成16年3月期 

第94期 

平成17年3月期 

第95期 

（注）1.単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しておりますが、第91期迄は国際統一基準、第92期より国内基準を採用してお 
　　　ります。 

124,095 

△40,883 

△31,912 

50,872 

461,895千株 
 

191,608 

4,613,168 

3,764,603 

3,425,661 

815,803 

9.76% 

／ 

－% 

3,172人 

11 

－ 

－ 

1,781

116,343 

△98,197 

△56,192 

50,872 

461,895千株 
 

125,703 

4,199,866 

3,515,461 

3,008,669 

569,367 

／ 

8.58% 

－% 

3,060人 

11 

－ 

－ 

1,784

105,358 

△5,772 

△7,763 

50,872 

461,895千株 
 

120,243 

3,975,834 

3,486,877 

2,872,634 

704,752 

／ 

8.36% 

－% 

2,857人 

11 

－ 

－ 

1,727

109,905 

13,125 

5,283 

50,872 

461,895千株 

 
130,415 

3,858,914 

3,394,705 

2,738,500 

627,606 

／ 

8.58% 

21.83% 

2,590人 

11 

－ 

－ 

1,732

130,891 

21,445 

12,303 

59,364 

 

 

246,657 

6,452,182 

5,778,170 

4,542,744 

1,260,644 

／ 

8.20% 

19.44% 

4,162人 

11 

― 

― 

1,662

普通株式 692,977千株 
第一回優先株式 70,000千株 

平成13年3月期 

経 常 収 益  

経常利益(△は経常損失)  

当期純利益(△は当期純損失) 

資 本 金  

発 行 済 株 式 総 数  
 

純 資 産 額  

総 資 産 額  

預 金 残 高  

貸 出 金 残 高  

有 価 証 券 残 高  

単体自己資本比率(国内基準) 

配 当 性 向  

従 業 員 数  

（単位：百万円） 

項　目 

期　別 

平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 

84,861 

△67,886 

△45,988 

38,211 

272,411千株 
 

83,204 

2,905,390 

2,583,951 

2,269,035 

337,588 

6.07% 

―% 

2,093人 

81,783 

△21,181 

△18,791 

38,211 

272,411千株 
 

61,976 

2,805,500 

2,330,500 

2,116,712 

345,226 

4.60% 

―% 

2,018人 

81,955 

△49,796 

△55,463 

73,211 

 
 

79,634 

2,708,822 

2,415,985 

2,054,859 

394,864 

5.20% 

―% 

1,878人 

83,194 

10,060 

10,508 

60,703 

 

 

92,519 

2,670,438 

2,413,758 

1,886,738 

495,621 

5.28% 

2.80% 

1,767人 

普通株式 272,411千株 
第一回優先株式 70,000千株 

普通株式 272,411千株 
第一回優先株式 70,000千株 

〈ご参考〉 

資料編 

主要経営指標・業務内容 
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主要な経営指標等の推移（単体） 

資料編 

主要経営指標

西日本銀行 西日本シティ銀行 

福岡シティ銀行 




